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平成24年度科学技術戦略推進費「大豆におけ
るスポット的な超過ほ場の要因解明」委託契
約

中央農業総合研究センター所長
寺島　一男
（茨城県つくば市観音台３－１－
１）

平成24年11月21日
福島県
（福島県福島市杉妻町２
－１６）

共同研究グループ内の契約なので形式上随
意契約に整理されるが、実際は再委託先も含
めた共同研究グループ全体が企画競争によ
る申請を行い外部有識者等で構成される審
査会による審査の上で委託契約が行われて
おり、実質的には競争性・透明性を確保して
いるところ。会計規程第３８条第１号に該当。

－ 3,577,000 － －         －         －         －

平成24年度科学技術戦略推進費「大豆におけ
るスポット的な超過ほ場の要因解明」委託契
約

中央農業総合研究センター所長
寺島　一男
（茨城県つくば市観音台３－１－
１）

平成24年11月21日
茨城県農業総合セン
ター
（茨城県笠間市安居３１
６５－１）

共同研究グループ内の契約なので形式上随
意契約に整理されるが、実際は再委託先も含
めた共同研究グループ全体が企画競争によ
る申請を行い外部有識者等で構成される審
査会による審査の上で委託契約が行われて
おり、実質的には競争性・透明性を確保して
いるところ。会計規程第３８条第１号に該当。

－ 3,935,000 － －         －         －         －

平成24年度科学技術戦略推進費「重要政策
課題への機動的対応の推進及び総合科学技
術会議における政策立案のための調査」研究
委託費

畜産草地研究所長　土肥　宏志
（茨城県つくば市池の台２）

平成24年11月21日
福島県
（福島県福島市杉妻町２
－１６）

共同研究グループ内の契約なので形式上随
意契約に整理されるが、実際は再委託先も含
めた共同研究グループ全体が企画競争によ
る申請を行い外部有識者等で構成される審
査会による審査の上で委託契約が行われて
おり、実質的には競争性・透明性を確保して
いるところ。会計規程第３８条第１号に該当。

－ 1,601,000 － －         －         －         －

福島県内ため池ボーリング及び孔内回転せん
断試験業務

農村工学研究所長　高橋　順二
（茨城県つくば市観音台２－１－
６）

平成24年11月6日
（株）大和地質研究所
（福島県福島市北中央３
－９－２）

競争入札に付したが落札せず、再度の入札
を行っても落札者がなかったことから会計規
程第３８条第４号及び契約事務実施規則第２
７条第２項に該当するため。

－ 2,184,000 － －         －         －         －

入善用水路測量業務
農村工学研究所長　高橋　順二
（茨城県つくば市観音台２－１－
６）

平成24年11月8日
（有）明野測量設計
（茨城県筑西市猫島４１
９）

競争入札に付したが落札せず、再度の入札
を行っても落札者がなかったことから会計規
程第３８条第４号及び契約事務実施規則第２
７条第２項に該当するため。

－ 1,575,000 － －         －         －         －

VIMSを活用した防災情報統合用サーバシステ
ムの開発およびデータセット変換構築業務

農村工学研究所長　高橋　順二
（茨城県つくば市観音台２－１－
６）

平成24年11月27日
（株）イマジックデザイン
（宮城県仙台市青葉区
錦町１－１０－７）

システムの改良を行うものであるため、著作
権を保有するプログラム開発元以外では対応
することができず、競争を許さないことから会
計規程第３８条第１号に該当するため。

－ 2,394,000 － －         －         －         －

H22リスク評価プラットフォーム改良業務
農村工学研究所長　高橋　順二
（茨城県つくば市観音台２－１－
６）

平成24年11月29日
（株）篠塚研究所
（東京都新宿区西新宿４
－５－１幸伸ビル３F）

システムの改良を行うものであるため、著作
権を保有するプログラム開発元以外では対応
することができず、競争を許さないことから会
計規程第３８条第１号に該当するため。

－ 2,094,750 － －         －         －         －

北海道農業研究センター電気設備保安点検
北海道農業研究センター所長
天野　哲郎
（北海道札幌市豊平区羊ヶ丘１）

平成24年11月26日
（株）北弘電社
（北海道札幌市中央区
北１１条西２３－２－１０）

競争入札に付したが落札せず、再度の入札
を行っても落札者がなかったことから会計規
程第３８条第４号及び契約事務実施規則第２
７条第２項に該当するため。

－ 4,882,500 － －         －         －         －
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ドライシェルフほか

東北農業研究センター　福島研
究拠点
環境保全型農業研究領域長　近
藤　恒夫
（福島県福島市荒井字原宿南５
０）

平成24年11月26日
宝化成機器（株）
（福島県郡山市喜久田
町卸１－６２－１）

競争入札に付したが落札せず、再度の入札
を行っても落札者がなかったことから会計規
程第３８条第４号及び契約事務実施規則第２
７条第２項に該当するため。

－ 2,310,000 － －         －         －         －

試験研究調査委託費　平成24年度科学技術
戦
略推進費「水稲におけるスポット的な超過
ほ場の要因解明」

東北農業研究センター所長　小
巻　克巳
（岩手県盛岡市下厨川字赤平４）

平成24年11月21日

福島県
（福島県福島市杉妻町２
－１６）

共同研究グループ内の契約なので形式上随
意契約に整理されるが、実際は再委託先も含
めた共同研究グループ全体が企画競争によ
る申請を行い外部有識者等で構成される審
査会による審査の上で委託契約が行われて
おり、実質的には競争性・透明性を確保して
いるところ。会計規程第３８条第１号に該当。

－ 1,811,000 － －         －         －         －

試験研究調査委託費　平成24年度科学技術
戦
略推進費「そばにおけるスポット的な超過
ほ場の要因解明」

東北農業研究センター所長　小
巻　克巳
（岩手県盛岡市下厨川字赤平４）

平成24年11月21日

福島県
（福島県福島市杉妻町２
－１６）

共同研究グループ内の契約なので形式上随
意契約に整理されるが、実際は再委託先も含
めた共同研究グループ全体が企画競争によ
る申請を行い外部有識者等で構成される審
査会による審査の上で委託契約が行われて
おり、実質的には競争性・透明性を確保して
いるところ。会計規程第３８条第１号に該当。

－ 3,372,000 － －         －         －         －

自動計量袋詰め機
九州沖縄農業研究センター所長
寺田　文典
（熊本県合志市須屋２４２１）

平成24年11月16日
荏原実業(株)
東京都中央区銀座７－１
４－１

競争入札に付したが落札せず、再度の入札
を行っても落札者がなかったことから会計規
程第３８条第４号及び契約事務実施規則第２
７条第２項に該当するため。

－ 2,467,500 － －         －         －         －

クリーンベンチ
九州沖縄農業研究センター所長
寺田　文典
（熊本県合志市須屋２４２１）

平成24年11月29日

(株)ユーエスアイ熊本営
業所
熊本県熊本市東区健軍
本町１－１１

競争入札に付したが落札せず、再度の入札
を行っても落札者がなかったことから会計規
程第３８条第４号及び契約事務実施規則第２
７条第２項に該当するため。

－ 2,693,250 － －         －         －         －

直交型ｴﾚｸﾄﾛｽﾌﾟﾚｰ飛行時間型質量分析計賃
貸借

九州沖縄農業研究センター所長
寺田　文典
（熊本県合志市須屋２４２１）

平成24年11月29日

日立キャピタル(株)南九
州支店
熊本県熊本市中央区水
前寺１－２０－２２

賃貸借契約が１１月末にて終了する当該機器
の再リース契約であり、競争を許さないことか
ら会計規程第３８条第１号に該当するため。

－ 889,812 － －         －         －         －

CAN通信情報分析ソフトウェア

生物系特定産業技術研究支援セ
ンター所長　藤池　淳
（埼玉県さいたま市北区日進町１
－４０－２）

平成24年11月1日

ベクター･ジャパン㈱
（東京都品川区東品川２
－２－２０天王洲郵船ビ
ル１６Ｆ）

ドイツ・ベクター社の製品を販売できるのは同
社日本法人のみであり、競争を許さないこと
から会計規程第３８条第１号に該当するた
め。

－ 2,256,345 － －         －         －         －

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


